
一般会計国県支出金等概要
　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

≪ 地 方 譲 与 税 ≫

19 　地方揮発油譲与税 45,000 ガソリン税（揮発油税、地方揮発油税）の 市町村道の延長割

うち地方揮発油税を原資として地方公共団 　　　　　　１／２

体に譲与される。 市町村道の面積割

　　　　　　１／２

19 　自動車重量譲与税 123,000 自動車重量税収入額の４０７／１０００が 市町村道の延長割

自動車重量譲与税として市町村に譲与され 　　　　　　１／２

る。 市町村道の面積割

　　　　　　１／２

≪ 利 子 割 交 付 金 ≫

21 　利子割交付金 20,000 利子所得等（利子、収益等）に対して、 過去３年間の当該市

５％の税率で県民税利子割が課税・徴収さ 町村の個人県民税の

れ、収入額に政令で定める率（９９／１０ 徴収額の県全体に占

０）を乗じて得た額の３／５が市町村に交 める比率の平均値に

付される。 基づき算出される｡

≪ 配 当 割 交 付 金 ≫

21 　配当割交付金 8,000 上場株式等の配当等について、３％の税率 過去３年間の当該市

で県民税配当割が課税・徴収され、収入額 町村の個人県民税の

に政令で定める率（９９／１００）を乗じ 徴収額の県全体に占

て得た額の３／５が市町村に交付される。 める比率の平均値に

基づき算出される｡

≪株式等譲渡所得割交付金≫

21 　株式等譲渡所得割交付金 2,000 上場株式等の株式譲渡益等について、３％ 過去３年間の当該市

の税率で県民税株式等譲渡所得割が課税・ 町村の個人県民税の

徴収され、収入額に政令で定める率（９９ 徴収額の県全体に占

／１００）を乗じて得た額の３／５が市町 める比率の平均値に

村に交付される。 基づき算出される｡

　※　(新)は新規の国県支出金等

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

≪ 地 方 消 費 税 交 付 金 ≫

21 　地方消費税交付金 540,000 消費税の２５／１００の税率で課税される 人口割　　　１／２

地方消費税収入額の１／２が市町村に交付 従業者数割　１／２

される。

≪自動車取得税交付金≫

21 　自動車取得税交付金 53,000 自動車取得税収入額の９５/１００（５/１ 市町村道の延長割

００は県の徴税事務費)の７/１０が市町村 　　　　　　１／２

に交付される。 市町村道の面積割

　　　　　　１／２

≪ 地 方 特 例 交 付 金 ≫

21 　地方特例交付金 140,000 《児童手当及び子ども手当特例交付金》

子ども手当制度に伴う財源措置として交付 子ども手当制度に係

される。 る分

《減収補てん特例交付金》

個人住民税における住宅借入金等特別税額 各団体の減収額を基

控除及び自動車取得税の減税による自動車 礎として算出し、交

取得税交付金の減収補てん措置として交付 付される。

される。

≪ 地 方 交 付 税 ≫

21 　普通交付税 900,000 地方公共団体の財源の確保と団体間の財源 普通交付税は、人口

調整を目的とし、国税２税（所得税、酒税） １０万人の団体を標

収入額のそれぞれ３２％、法人税収入額の 準として、合理的な

３４.０％、消費税収入額の２９.５％及び 基準に基づいて算出

たばこ税収入額の２５％を原資として、市 した基準財政需要額

町村に交付される。 と基準財政収入額に

　　地方交付税総額の　　９５／１００ より算出し、交付さ

　　（平成２２年度　　　９４／１００） れる。

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

21 　特別交付税 200,000 普通交付税の補完的な機能を有し、特別な 普通交付税には反映

事情が認められる市町村に交付される。 することのできない

　　地方交付税総額の　　　５／１００ 災害等の特殊財政事

　　（平成２２年度　　　　６／１００） 情により交付される｡

≪交通安全対策特別交付金≫

21 　交通安全対策特別交付金 12,000 交通安全対策推進の一環として、交通反則 過去２年間の交通事

金を地方公共団体における道路交通安全施 故（人身）件数の平

設の設置及び管理に要する経費に充てるこ 均割　　　　１／２

とを目的とし、交付される。 人口集中地区人口割

　　　　　　１／４

改良済道路延長割

　　　　　　１／４

≪ 国 庫 負 担 金 ≫

25 　特別障害者手当等給付費 10,850 特別障害者手当等の給付に対する国庫負担 　　　　　　３／４

  負担金 金

25 　国民健康保険保険基盤安 16,015 国民健康保険特別会計の財政安定化を目的 　　　　　　１／２

　定負担金(保険者支援分) とした、低所得者を多く抱える保険者に対

する国庫負担金

25 　障害者自立支援給付費負 142,818 障害者自立支援法に基づく介護給付費、訓 　　　　　　１／２

　担金 練等給付費及び補装具費等に対する国庫負

担金

25 　障害者医療費負担金 22,001 障害者自立支援法に基づく自立支援医療費 　　　　　　１／２

　 （更生医療）に対する国庫負担金

27 　保育所児童運営費負担金 182,239 民間保育所に入所している児童の保育所入 （総支弁額

所運営費に対する国庫負担金 　－国基準徴収金）

　　　×　５／１０

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

27 　子ども手当交付金 1,218,991 ３歳未満、３歳以上から小学校修了前及び

中学生の子ども手当の支給に対する国庫負

担金

27 　児童扶養手当負担金 83,300 児童扶養手当支給額に対する国庫負担金 　　　　　　１／３

27 　生活保護費等負担金 688,515 生活保護扶助費及び中国残留邦人等支援給 　　　　　　３／４

付金に対する国庫負担金

≪ 国 庫 補 助 金 ≫

27 　障害者自立支援事業費等 488 障害者自立支援法に基づく障害程度区分の 　　　　　　１／２

　補助金 認定に係る経費に対する国庫補助金

27 　地域生活支援事業費等補 20,100 障害者自立支援法に基づく地域生活支援事 国算出

　助金 業に対する国庫補助金

27 　次世代育成支援対策交付 18,201 育児支援事業等評価対象事業等の実施に係 事業に対する評価ポ

  金 る経費に対する国庫補助金 イント制により算出

する。

27 　母子自立支援教育訓練給 75 母子自立支援教育訓練給付金の支給に対す 　　　　　　３／４

　付金事業補助金 る国庫補助金

27 　母子自立支援プログラム 1,000 母子自立支援プログラム策定員の配置に係 基準額×策定プログ

　策定事業補助金 る経費に対する国庫補助金 ラム数

27 　（新）母子家庭高等技能 6,737 母子家庭高等技能訓練促進費等事業の支給 　　　　　　２／４

　訓練促進費補助金 に対する国庫補助金

27 　セーフティネット支援対 835 生活保護の適正な運営に係る経費等に対す 　　　　１０／１０

　策等事業費補助金 る国庫補助金

27 　循環型社会形成推進交付 400 浄化槽設置整備事業補助金の交付に対する 　　　　　　１／３

　金 国庫補助金

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

27 　女性特有のがん検診推進 5,697 女性特有のがん検診の実施事業に対する国 　　　　　　１／２

　事業補助金 庫補助金

27 　（新）社会資本整備総合 10,000 都市再生整備計画に基づく道路整備事業に 　　 　 　４／１０

　交付金 対する交付金

27 　要保護児童生徒就学援助 経済的理由により就学困難と認められる児 　　　　　　１／２

　費補助金 童・生徒の保護者に対し、市町村が行う修

　・小学校費 61 学旅行費及び医療費の就学援助に対する国

　・中学校費 261 庫補助金 

27 　特別支援教育就学奨励費 特別支援学級に就学する児童・生徒の保護 　　　　　　１／２

　補助金 者の経済的負担を軽減するため、市町村が

　・小学校費 774 行う学用品費、学校給食費等の就学奨励に

　・中学校費 417 対する国庫補助金

27 　学校教育設備整備費等補 理科、算数（数学）に関する教材備品整備 　　　　　　１／２

　助金 に対する国庫補助金

　・小学校費 176

　・中学校費 79

27 　防衛施設周辺防音事業補 入間基地の航空騒音を防止又は軽減するた 　　　　　６／１０

　助金 め、各小・中学校に設置した換気設備等に

　・小学校費 5,031 係る電気料金等に対する国庫補助金

　・中学校費 327

27 　幼稚園就園奨励費補助金 33,083 幼稚園教育の振興に資するため、幼稚園に 　　　　　　１／３

就園する満３歳児及び３～５歳児の保護者

に対して各幼稚園が保育料等の減免を行う

場合に市が行う就園奨励事業（補助金）に

対する国庫補助金

27 　文化財保存事業費補助金 1,200 埋蔵文化財の保護のために行う発掘調査及 　　　　　　１／２

び確認調査に対する国庫補助金

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）
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ページ （補 助 率）

≪ 委 託 金 （ 国 ） ≫

27 　自衛官募集事務地方公共 30 自衛官募集事務に係る経費に対する交付金 適齢者人口割

　団体委託費 入隊比率割

募集事務実績割等

27 　外国人登録事務委託金 1,693 外国人登録事務の経費に対する交付金 国で定める基準単価､

　　　　 取扱件数等に基づき

算出される。

27 　国民年金事務費交付金 15,284 市町村の行う国民年金事務に対する交付金 国で定める基本額単

価及び被保険者数、

事務取扱件数、受給

権者数等に基づき算

出される。

27 　特別児童扶養手当事務費 120 市町村の行う特別児童扶養手当の支給事務 国で定める基本額、

　交付金 に対する交付金 支払件数等に基づき

算出される。

27 　子ども手当事務費交付金 2,952 子ども手当支給事務に係る交付金 　　　　１０／１０

≪ 県 負 担 金 ≫

29 　国民健康保険保険基盤安 62,725 国民健康保険特別会計の基盤安定を目的と 　　　　　　３／４

　定負担金(保険税軽減分) した、低所得者の保険税軽減相当額に対す

る県負担金

29 　国民健康保険保険基盤安 8,007 国民健康保険特別会計の財政安定化を目的 　　　　　　１／４

　定負担金(保険者支援分) とした、低所得者を多く抱える保険者に対

　　　 する県負担金

29 　行旅死亡人取扱費用繰替 180 行旅病人及び行旅死亡人に係る経費に対す 　　　　１０／１０

　支弁負担金 る県負担金

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

29 　障害者自立支援給付費負 71,409 障害者自立支援法に基づく介護給付費、訓 　　　　　　１／４

　担金 練等給付費及び補装具費等に対する県負担

金

29 　障害者医療費負担金 11,000 障害者自立支援法に基づく自立支援医療費 　　　　　　１／４

　 （更生医療）に対する県負担金

29 　後期高齢者医療保険基盤 38,237 後期高齢者医療保険料について、低所得者 　　　　　 ３／４

　安定負担金 の保険料軽減相当額に対する県負担金

29 　保育所児童運営費負担金 91,119 民間保育所に入所している児童の保育所入 （総支弁額

所運営費に対する県負担金 　－国基準徴収金）

　×　 ２.５／１０

29 　児童手当負担金 153,948 被用者(厚生年金等加入者)、非被用者（国

民年金加入者）への子ども手当に係る児童

手当及び特例給付の支給に対する県負担金

29 　生活保護費等負担金 18,879 生活保護扶助費及び中国残留邦人等支援給 　　　　　　１／４

付金のうち「居住地のない者」に対する県

負担金

29 　分権推進交付金 8,398 県から権限移譲されている事務に対する交 それぞれの事務ごと

付金 に面積・人口等の指

　移譲されている事務 標を用いて算出する

　・開発行為の許可

　・屋外広告物の簡易除却事務

　・土地区画整理事業施行区域内における

　　建築等の許可

　・未熟児の訪問指導

  ・身体障害者手帳の再交付

　・その他

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

≪ 県 補 助 金 ≫

29 　民生委員児童委員活動費 7,368 民生委員・児童委員（主任児童委員含む） 基準単価

　等補助金 の活動費等に対する県補助金 ×人数又は協議会数

29 　重度心身障害者医療費補 62,360 重度心身障害者医療費に対する県補助金 　　　　　　１／２

　助金

29 　共同生活援助等事業費補 37 障害者共同生活援助等事業費補助金に対す 　　　　　  １／２

　助金 る県補助金

29 　老人クラブ活動等事業費 523 老人クラブ活動等に対する県補助金 基準額　×　２／３

　補助金 ・老人クラブ連合会補助金

・単位老人クラブ補助金

29 　障害者生活支援事業補助 16,890 ・在宅重度心身障害者手当に対する県補助 　　　　　　１／２

　金 　金

・レスパイトサービス利用料の助成に対す 県算出

　る県補助金

29 　障害福祉施設等支援事業 14,210 ・生活ホーム運営費補助金(居住地ケース)､ 　　　　　　１／２

　補助金 　障害者暮らし体験事業費補助金、地域デ

　イケア施設運営費補助金及び居宅改善整

　備費補助金に対する県補助金

・生活ホーム運営費補助金(現在地ケース) 　　　　１０／１０

　に対する県補助金

29 　障害者等在宅福祉事業費 14 小児慢性特定疾患児を対象とした日常生活 　　　　　　１／２

　補助金 用具給付事業に対する県補助金

29 　地域生活支援事業費等補 10,049 障害者自立支援法に基づく地域生活支援事 県算出

　助金 業に対する県補助金

29 　難病患者等居宅生活支援 42 難病患者等を対象とした日常生活用具給付 　　　　　　３／４

　事業補助金 事業に対する県補助金

名　　　称 予算額 摘　　　　　要



　　（単位　千円）

予算書 交　付　基　準

ページ （補 助 率）

29 　障害者自立支援対策臨時 2,079 ・事業運営安定化事業、通所サービス利用 　　　　　　３／４

　特例補助金 　促進事業、新事業移行促進事業、事務処

　理安定化支援事業、相談支援充実・強化

　事業に対する県補助金

29 　障害者就労支援センター 974 障害者就労支援センター運営等に対する県 　　　　　　１／２　

　等運営費補助金 補助金

29 　（新）自殺対策緊急強化 80 自殺対策緊急強化啓発事業に対する県補助 　　　　１０／１０

　基金事業費補助金 金

29 　（新）介護基盤緊急整備 30,000 民間事業者が整備する介護基盤整備事業で 限度額：1施設あたり

　等特別対策事業費補助金 市町村が補助する特別対策事業に対する県 30,000千円

補助金

29 　（新）施設開設準備経費 16,200 認知症高齢者グループホーム等を設置する 限度額：交付基礎単

　助成特別対策事業費等補 民間事業者に対し、開設準備に必要となる 価×定員数（小規模

　助金 職員の雇上げ等に要する経費等に対する県 多機能型居宅介護事

補助金 業所については宿泊

・交付基礎単価　600千円 定員数）

29 　特別保育事業費補助金 57,081 保育所等における特別保育の経費に対する 基準額　×　２／３

県補助金 基準額　×　１／２

29 　家庭保育室運営費等補助 1,754 保育需要に対応し、民間で運営を行ってい 基準額　×　１／２

　金 る家庭保育室の運営改善を目的とした家庭

保育室への助成に対する県補助金

29 　放課後児童対策事業費補 44,888 労働等により、昼間保護者のいない小学校 基準額　×　２／３

　助金 低学年児童等の健全な育成を図るための、 基準額　×　１／３

放課後児童対策経費に対する県補助金

29 　乳幼児医療費支給事業補 22,969 乳幼児医療費扶助に対する県補助金 基準額　×　１／２

　助金

名　　　称 予算額 摘　　　　　要
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29 　ひとり親家庭等医療費支 10,227 ひとり親家庭等医療費扶助に対する県補助 基準額　×　１／２

　給事業補助金 金

29 　特別支援学校放課後児童 564 特別支援学校に通学する障害児の健全な育 基準額　×　１／３

　対策事業費補助金 成を図るための、放課後児童対策経費に対

する県補助金

29 　母子家庭高等技能訓練促 3,368 母子家庭高等技能訓練促進費等事業の支給 　　　　　　１／４

　進費補助金 に対する県補助金

29 　（新）緊急雇用創出基金 21,132 生活保護受給者の就労支援及び住宅手当緊 　　　　１０／１０

　市町村事業費補助金 急特別措置等に係る経費に対する県補助金

29 　献血者確保促進事業費補 48 計画的な献血者の確保及び輸血用血液の円 人口規模による

　助金 滑な供給体制の確立を目的として実施する 　　　　　　県算出

献血者確保事業に対する県補助金

29 　母子保健事業費補助金 14,910 妊婦ＨＩＶ抗体検査実施経費に対する県補 　　　　　　１／３

助金

妊婦健康診査実施経費に対する県補助金 　　　　　　１／２

29 　浄化槽設置整備事業費奨 700 浄化槽設置整備事業補助金の交付に対する       １／３＋定額

　励交付金 県補助金

29 　健康増進事業費補助金 1,105 健康増進事業の実施経費に対する県補助金 　　　　　　２／３

29 　（新）感染症予防対策事 26,191 子宮頸がん予防接種、小児肺炎球菌予防接 　　　　　　１／２

　業費補助金 種及びインフルエンザ菌（ｂ型）予防接種

接種費補助金

31 　ふるさと雇用再生基金市 67,651 求職者を雇い入れて雇用機会を創出する事 　　　　１０／１０

　町村事業費補助金 業を実施する市町村に対する補助金

31 　（新）緊急雇用創出基金 19,996 求職者を雇い入れて緊急的な雇用機会を創 　　　　１０／１０

　市町村事業費補助金 出する事業を実施する市町村に対する補助

金
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31 　農地・水・環境保全向上 5 農業振興地域で共同活動に取り組まれてい 国費相当分の

　対策事業費補助金 る面積に対する県補助金 　　　　３／１００

31 　消費者行政活性化補助金 5,280 消費生活相談の複雑化、高度化が進む中、 　　　　１０／１０

　 消費者行政活性化に向けた地方公共団体の

取組を支援することにより、地域の消費者

の安全で安心な消費生活の実現に資するこ

とを目的とする県補助金

31 　自主防災組織結成・活動 72 自主防災組織結成及び活動に対する県補助 　　　　　　１／２

　支援事業補助金 金

31 　（新）学校応援団推進事 664 学校・家庭・地域が一体となって地域ぐる 国１／３　県１／３

　業（学校支援地域本部事 みで子どもを育てる体制を整えることを目

　業）補助金 的とする県補助金

31 　文化財保存事業費補助金 600 埋蔵文化財の保護のために行う発掘調査及 　　　　　　１／４

び確認調査に対する県補助金

≪ 委 託 金 （ 県 ） ≫

31 　人権啓発活動地方委託事 150 人権啓発活動に対する県委託金 　　　　１０／１０

　業委託金

31 　個人県民税徴収事務委託 108,590 個人県民税の賦課徴収に関する事務経費に 地方税法及び県条例

　金 対する県交付金 の基準による

31 　人口動態調査委託金 52 人口動態調査の実施経費に対する県交付金 均等割　　　　定額

発生件数割

　基準単価

　×調査票提出件数

旅費相当分　　定額

31 　（新）県知事選挙費委託 16,135 県知事選挙執行経費に対する県交付金 県算出

　金

名　　　称 予算額 摘　　　　　要
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31 　県議会議員選挙費委託金 10,705 県議会議員選挙執行経費に対する県交付金 県算出

31 　（新）市議会議員選挙費 61 統一市町村選挙の速報事務に対する県交付 県算出

　委託金 金

31 　統計調査費委託金

　・学校基本調査事務委託 13

　　金

　・県単統計調査事務委託 71

　　金

　・工業統計調査事務委託 10

　　金 　　統計調査の実施経費に対する県交付金 県算出

　・（新）経済センサス活 3,997

　　動調査事務委託金

　・（新）経済センサス調 20

　　査区管理事務委託金

31 　療育手帳再交付事務委託 13 療育手帳の紛失、破損等による再交付の事 県算出

　金 務に対する県委託金

31 　彩の国環境保全交付金 182 県から委任された公害防止のための規制事 基礎事務費　　定額

務等の経費に対する県交付金 規制事務費

  基準単価

　　×  規制事務量

31 　農業委員会交付金 1,020 農業委員会委員及び事務局職員の人件費、 均等配分　３／１０

事務費等に対する県交付金 農家数配分

　　　 ２.５／１０

農地面積配分

　　　 ２.５／１０

農地法第３･４･５条

の申請等の状況によ

る配分　　１／１０

調整配分　１／１０
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31 　建築行政事務委託金 18 建築確認申請等に関する調査、建築動態統 ・建築確認申請等調

計調査に対する県委託金 　査

　均等割　　　定額

　件数割　基準単価

　　×  調査等件数

・建築動態調査

　基準単価　

　　×　　調査件数

31 　（新）都市計画事務委託 1,002 都市計画基礎調査の実施経費に対する県交 県算出

　金 付金

31 　ふれあい講演会委託金 50 生徒・保護者の意識を啓発し、中学校の進 　　　　１０／１０

路指導の充実を図るために実施する「ふれ

あい講演会」の開催経費に対する県委託金

31 　小学校理科支援員等配置 313 小学校理科授業に、観察・実験等の活動で 　　　　１０／１０

　事業委託金 教員の支援を行なうための人材配置に対す

る県委託金

名　　　称 予算額 摘　　　　　要


